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廃スラッジ回収設備の設置目的
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廃スラッジ回収設備設置の目的
プロセス主建屋に設置の除染装置については、震災後に発生した汚染水を処理するため、2011
年6月～9月にかけて運転していた。運転中に発生した高濃度スラッジ(放射性物質を凝縮したも
の。以下、廃スラッジ)については、同建屋内の造粒固化体貯槽(D)(以下、貯槽D)に保管され
ている。

プロセス主建屋はT.P.8.5m盤にあるが、津波の引き波による廃スラッジの屋外流出リスクについて
は、既往最大事象3.11津波対策として、建屋の開口部である出入口、管路貫通孔の閉塞等
を実施した（2018年9月完了）。

既往最大事象を超える津波（検討用津波）への対策を目的に、貯槽Dから廃スラッジを抜き出
し、保管容器に入れて、検討用津波到達高さ以上の高台エリア（T.P.33.5m盤）に移送する
計画に取り組んでいる。

プロセス主建屋 貯槽D周辺の
建屋構造概要図（断面図）

廃スラッジ
（約37m3）

貯槽Ｄ

建屋１階

建屋地下階
（滞留水有）

コンクリート
製ピット

T.P.8.5m

使用済セシウム吸着塔
一時保管施設（第四施設）等保管容器

含水率50～70%※

容器数40～90本※

屋外設備

屋外設備の運用期間：6～12ヶ月程度を想定

機器内
スラッジ
除染
装置

高線量エリア

屋内設備

※：現在の設計値に基づく推測値



廃スラッジ回収設備の設置位置

4号機

ﾌﾟﾛｾｽ主建屋

廃スラッジ回収
設備設置位置

廃スラッジ回収設備はプロセス主建屋西側の空き地に設置することを計画中。
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廃スラッジ
回収設備
遠隔操作室
設置位置



廃スラッジ回収設備の系統概略図
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上澄み水

スラッジ

貯槽Ｄ

エダクタ

P

廃スラッジ回収用
マニピュレータ

廃スラッジ
保管容器

P

P

遠心分離機

エダクタ駆動水
供給ポンプ

廃スラッジ移送用
ブースターポンプ

M

M

遠心分離機処理
水受タンク

攪拌機

攪拌機

プロセス主建屋内 設備内

廃スラッジ保管容器
搬送装置

廃スラッジ移送
ポンプ

搬出

サンプリング
装置

凝集剤
投入口

屋外 廃スラッジ
一時貯留タンク

配管
トラフ

シュート

汚染検査

飛散防止シャッター

廃スラッジ

分離水

脱水後の廃スラッジ

廃スラッジ回収設備系統概略図

貯槽D内に貯留している廃スラッジは廃スラッジ回収用マニピュレータに把持させたエダクタによって
吸引する。
吸引した廃スラッジは廃スラッジ移送用ブースターポンプを介して、屋外に設置した廃スラッジ回収設
備内の廃スラッジ一時貯留タンクへ移送し、遠心分離機にて脱水処理を行う。
脱水処理した廃スラッジは直下の廃スラッジ保管容器にシュートを介して充填し、分離水は遠心分離機
処理水受タンクへ貯留し、エダクタの駆動水として再利用する。



約9000mm

約10000mm

【参考】廃スラッジ回収設備 主要な機器仕様（１／3）
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廃スラッジ回収設備を構成する主要な機器仕様

廃スラッジ回収用
マニピュレータ概要図

カメラ・照明

：機器動作範囲
約3700mm

型式（方式）：遠隔操作式パワーマニピュレータ

全伸長：約19ｍ

廃スラッジ移送用
ブースターポンプユニット概要図

約4200mm

約2100mm

約2100mm

ブースターポンプ

型式：蠕動式(ホースポンプ)

流量：11.4 m3/h

エダクタ概要図

駆動方式：液圧駆動

約900mm

約1000mm

水中カメラ

吸引口

制御盤



【参考】廃スラッジ回収設備 主要な機器仕様（2／3）
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廃スラッジ回収設備を構成する主要な機器仕様

約1500mm

約3800mm

容量：2.13m3

材質：SUS316L相当

廃スラッジ一時貯留タンク
遠心分離機処理水受タンク

概要図

撹拌機

エダクタ駆動水供給ポンプ概要図

型式：遠心式

流量：5.0 m3/h

廃スラッジ移送ポンプ概要図

型式：容積式

容量：3.6m3/h

約1600mm

約700mm

約1700mm

約400mm
電動機 電動機ポンプ ポンプ吸込

吸込

吐出

吐出



【参考】廃スラッジ回収設備 主要な機器仕様（3／3）
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廃スラッジ回収設備を構成する主要な機器仕様

約3700mm

約2300mm
約1900mm

遠心分離機

架台

シュート

廃スラッジ保管容器概要図

約2500mm

遠心分離機概要図
容量：1.0m3

材質：二相ステンレス型式：竪型遠心分離機

容量：８L（ボウル容量）

材質：二相ステンレス（ボウル部）

水素ベント菅

保管容器（内容器） 保管容器（遮へい体込み）

約2800mm約900mm 約1400mm



【参考】廃スラッジ回収設備 屋外設備の筐体仕様
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柱梁

２階床面

基礎

筐体据付イメージ図

気密性確保のため、
筐体同士の接合は現
地溶接

筐体と基礎は、Ｈ鋼
をアンカーボルトで
固定

検討中の筐体仕様
材質：ＳＳ４００
構成要素：柱、梁、壁、床、天井
形状：直方体

廃スラッジ回収設備のうち屋外設備の概略仕様
屋外設備は工場にて筐体を製造し、その筐体内に機器、配管 、ケーブル等の必要な設備類を全て
組み込み、現地に移送・据付を行う。
壁、床、天井の鉄板と柱、梁を溶接することにより気密構造とすることを計画。

１階床面

設備と基礎の接続方法（イメージ図）

工場にて一定範囲の製造・組立を
実施し、現地で据付



【参考】廃スラッジ回収設備 換気空調設備
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：ダスト取扱エリア

：ダスト管理エリア

：通常エリア

３段階の閉じ込め、負圧管理等は、換気空調設備の系統構成および、機器の選定のための検討を進めている状況。
また、上記検討を踏まえ、設備全体の配置設計（詳細検討）を行っている状況。

：ダスト取扱エリア排気ダクト

：ダスト管理エリア排気ダクト

：給気ダクト

：隔離ダンパ

廃スラッジ回収設備の配置概念

【負圧維持】
設備内を外気に対して負圧とするための
換気空調設備を追設する。

【３段階の閉じ込め対策】
放射性物質を非密封で扱う区域をダスト取
扱エリアと設定し、周辺へダスト管理エリアを
設置する。
設備内はダスト取扱エリア＜ダスト管理エリ
ア＜通常エリアの順に気圧が低くなるように
設計し、３段階の負圧管理を実施する。

【ダスト取扱エリアの作業】
廃スラッジを取り扱うサンプリング室は
グローブボックスを設置する。

ダスト閉じ込め対策イメージ図

※ユニット・部屋・機器・配管等の配置・構成等は，現在検討中につき，今後の設計進捗に応じて見直す場合があります。

屋外設備の各筐体



廃スラッジ回収設備設置に対する措置を講ずべき事項の該当項目
措置を講ずべき事項の該当項目については、下記の通りの整理と考えており、耐震クラス設定、ダスト閉じ込め対策に関
わる内容を中心にご説明させて頂いている。その他の項目についても引き続き、審査面談にてご説明させて頂く。

措置を講ずべき事項に該当する項目 状況 ご説明内容/予定

Ⅰ．全体工程及びリスク評価について講ずべき措置
面談予定

リスクマップに沿って引き続きリスク低減策に取り組んでいき、有効性や安全性について実施
計画に記載する。

Ⅱ．設計、設備について措置を講ずべき事項

８．放射性固体廃棄物の処理・保管・管理 説明中 廃スラッジ保管容器の一時保管先、遮へい対策について、今回、ご説明

９．放射性液体廃棄物の処理・保管・管理
面談予定

設備内には液体放射性物質も内包することから、本項目に準じた措置について審査面談にて説
明予定。

１０．放射性気体廃棄物の処理・管理
説明中

換気空調設備の機器仕様、系統設計を踏まえた3段階の閉じ込め対策および負圧管理、基準等
への準拠状況を説明中。準拠状況について技術会合への付議をお諮り予定

１１．放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の
放射線防護等

面談予定
運転中の設備による敷地境界線量への影響および設備からの排気による敷地境界線量への影響
について審査面談にて説明予定

１２．作業者の被ばく線量の管理等
説明中

屋外、プロセス主建屋内部の雰囲気線量について説明中。具体的な作業内容、被ばく線量につ
いて審査面談にて説明予定

１３．緊急時対策 面談予定 緊急時の対応方針および通信連絡設備・手段について審査面談にて説明予定

１４．設計上の考慮
①準拠規格及び基準

説明中
設計、材料の選定、製作及び検査について適切と認められる規格及び基準に対する基本方針を
説明中。具体的な適用基準については審査面談にて説明予定

②自然現象に対する設計上の考慮 説明中
事故時の公衆被ばく線量評価に応じた耐震クラスの設定方法、評価方法および評価結果につい
て説明中。設備の耐震クラスの考え方について、今回、ご説明

③外部人為事象に対する設計上の考慮 面談予定 設備への不法な接近等に対して講じる措置について審査面談にて説明予定

④火災に対する設計上の考慮 説明中
設備の主要構造部材の選定に関する基本方針を説明中。具体的な構造部材については審査面談
にて説明予定

⑤環境条件に対する設計上の考慮 面談予定
設備の運転期間での経年劣化に対する方針および保管容器の耐久性について審査面談にて説明
予定

⑦運転員操作に対する設計上の考慮 面談予定 設備の運転時の誤操作防止措置、誤操作時のインターロック等について審査面談にて説明予定

⑧信頼性に対する設計上の考慮 面談予定 設備の安全機能を達成するために講じる措置について、審査面談にて説明予定

⑨検査可能性に対する設計上の考慮 面談予定 供用前の健全性確認、機能および能力を確認できる設備であることを審査面談にて説明予定

Ⅲ．特定原子力施設の保安のために措置を講ずべき事項 面談予定 廃棄物管理および気体廃棄物管理に関する内容について審査面談にて説明予定

※ 措置を講ずべき事項への該当要否の理由は別紙参照

今回説明

次回説明

今回説明
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廃スラッジ回収設備に関する技術会合スケジュール
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2023年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

工程

廃スラッジ回収設備の技術会合について
前頁の該当項目の中でも特に重要と考えている耐震クラスの設定、廃スラッジ保管容器の一時保
管先、およびダスト閉じ込め対策について2022年度中に技術会合へとお諮りする。

空調機器耐震/強度評価

配置決定

配置設計（詳細検討）

換気空調設備系統/機器詳細設計 実施計画
補正申請予定

2回目技術会合:3月下旬
(ダスト閉じ込め対策に関する内容)

筐体強度/耐震評価

1回目技術会合:3/6
(耐震設計、廃スラッジ保管容器
一時保管先に関する内容)

：設計工程

その他の措置を講ずべき事項への適合性については審査面談にて順次ご説明予定

２回目の技術会合は、3月下旬に、ダスト閉じ込め対策に関わる下記の内容について議論させて頂く。
使用施設等の位置、構造及び設備の基準に関する規則に対する準拠方針
ダスト閉じ込め対策の設計方針（３段階のダスト閉じ込め方針、負圧管理方針）
換気空調設備の設計方針（系統設計方針、非常用電源の設置方針）



廃スラッジ回収設備の耐震クラス設定について
廃スラッジ回収設備は第51 回原子力規制委員会において了承された「東京電力福島第一原子力発電所における
耐震クラス分類と地震動の適用の考え方」に基づくフローに従って耐震クラスの設定を行う。
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廃スラッジ回収設備の耐震クラス設定について
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廃スラッジ回収設備は第51 回原子力規制委員会において了承された「東京電力福島第一原子力発電所における
耐震クラス分類と地震動の適用の考え方」に基づくフローに従って耐震クラスの設定を行う。



廃スラッジ回収設備の耐震クラス設定について
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1-①：インベントリに基づく評価結果
地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく線量影響を評価

• 地震による安全機能（遮蔽機能・閉じ込め機能）を失った際の公衆被ばく影響が、１週間（
７日間）継続した際の公衆被ばく線量を算出する。

• 公衆被ばく線量は直接線・スカイシャイン線、大気拡散による合算値とし、何れの評価につ
いても、評価値が保守側となるよう適切に評価点・評価条件を設定する。

評価項目 敷地境界線量値（暫定値）

直接線及びスカイシャイン線による影響 8.0E-02mSv/事故

大気拡散による影響 3.2E-01mSv/事故

公衆被ばく線量 4.0E-01mSv/事故

50μSv ＜ 0.4ｍSv≦ 5mSvとなり、耐震クラス分類は『暫定Bクラス』となる。

1-②：現実的な評価
現実的な緩和対策を考慮

• Bクラス地震の際でも屋外設備の筐体は健全であるため、壁面による遮へい効果等が考えら
れるが、本評価では考慮しない。

長期的に使用する設備、又は地震により運転できないこと若しくは作業者への被ばく影響が生じ
ることによりリスク低減活動への影響が大きい設備

• 廃スラッジ回収設備の供用期間は概ね6~12か月程度と想定しており、『短期的』に使用す
る設備であり、該当しない。

• 本設備は他の重要な作業は行われていない場所に設置することにより、本設備の運転状態に
よって他の設備の運転への影響、リスク低減活動、廃炉作業等に影響を与えることはない。

廃スラッジ回収設備の耐震クラス分類は『Bクラス』とする。



廃スラッジ回収設備の耐震クラス設定について
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2：施設・設備の特徴に応じた評価
設計の進捗、廃炉活動への影響、供用期間などを考慮した上で、施設・設備に適用する地震動
及び必要な対策（耐震性の確保や代替策など）を判断（ニ）~（ト）

• （ニ）（ホ）については廃スラッジ回収設備では該当しない。
• 廃スラッジ回収設備を設置する周辺に上位クラス設備はなく、（ヘ）上位クラスへの波及

的影響については該当しない。
• 本設備で取り扱う廃スラッジは、固体状の物質であり、流動性が低く床面への広がりも限

定的であるため、（ト）に定める液体放射性物質には該当しないと判断する。ただし脱水
処理の過程があることを踏まえ、設備として海洋へ流出させないように、基礎・堰の耐震
強化、金属ライニングの設置等の対応をするものとする。

屋外設備、配管トラフ基礎
＜屋外設備間接支持＋Ss900時の漏えい防止機能＞
対応例
・基礎自体の耐震強化
・基礎表面へのライニング敷設 等

屋外設備、配管トラフ基礎平面図

筐体

ライニング

屋外設備基礎

配管トラフ

ライニング

配管トラフ基礎

受けパン

受けパン

受けパン
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設備の設置位置、評価点について
設備の設置標高(地表)はT.P. 8.5m とし、敷地境界での評価点は本設備から最も近いBP7とし、本
設備からの距離540m、評価点高さはT.P.21m（設備位置(T.P.8.5m)より＋12.5m）とした。

評価モデル
設備自体の遮へいを考慮せず、設備内の全容量が堰内に均等な厚さで堆積している状態で評価。
評価点までは平面とし、敷地内の建屋や丘陵による遮へいは保守的に考慮しない

線源強度
廃スラッジの主要核種であるSr-90、Cs-134、Cs-137およびその娘核種であるY-90、Ba-137m
を含めて考慮する。

約540m

P.N
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公衆被ばく線量の算出に用いたインベントリ
設備の運転状態を考慮しても、廃スラッジ一時貯留タンク、遠心分離機処理水受タンク、廃スラ
ッジ保管容器が同時に満水となることはないが、保守的に満水の状態でのインベントリにて敷地
境界線量評価を実施。

Sr-90 Cs-134 Cs-137

インベントリ 4.00E+14Bq 6.29E+11Bq 3.09E+13Bq

マニピュレー
タはスラッジ
を内包しない
ため線源とは
しない。

スラッジを移送するポンプ類
および移送配管は移送後にフ
ラッシングを行いタンクへ移
送するため線源とはしない。

タンク２基は満水時、保管容器
は満充填時のインベントリを算
出し、線源とする。

遠心分離機は脱水処理ご
とに内部洗浄を行い、洗
浄水はタンクへ移送する
ため線源としない。

設備内の最大貯留インベントリ（暫定値）

＜概略設備運転手順＞

①貯槽Dから廃スラッジ一時貯留タ
ンクへ廃スラッジを移送(移送後に
配管内を洗浄)

②廃スラッジ一時貯留タンクから遠
心分離機へ1バッチ分の廃スラッジ
を移送(移送後に配管内を洗浄)

③遠心分離機で1バッチ分の廃スラ
ッジの脱水処理を実施。脱水後の廃
スラッジは廃スラッジ保管容器へ投
入（容器１本分の廃スラッジを投入
後に遠心分離機内を洗浄） 。脱水処
理水は遠心分離機処理水受タンクに
移送。

④ ①～③を繰り返し、廃スラッジ保
管容器内に規定量を投入したら容器
をセシウム吸着塔一時保管施設（第四
施設）に搬出し、新たな容器を搬入
。
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設備の設置位置、評価点について
設備の設置標高(地表)はT.P. 8.5m であるが、保守的に放出点、評価点をT.P.0mとして設定する。
評価点の位置は本設備の中心から各陸側9方位内における敷地境界の最至近点とした。

放出核種
廃スラッジの主要核種であるSr-90、Cs-134、Cs-137およびその娘各種であるY-90、 Ba-
137mを含めて考慮する。

放出期間・放出量
放出期間は第103回監視評価検討会資料3-1にて示されている７日間として設定した。
放出量は五因子法を用いて算出した。（次頁参照）

被ばく経路
被ばく経路は「グランドシャインによる外部被ばく」「クラウドシャインによる外部被ばく」
「クラウド吸入による内部被ばく」の３種類とした。

建屋巻き込み
被ばく対象が敷地境界（一般公衆）であることから、建屋巻き込みは考慮しない。（建屋巻き込み
による初期広がりを考慮すると、相対濃度と相対線量が小さくなる。安全側の評価となるよう建屋
巻き込みは考慮しない。）

気象データ
原子炉設置変更許可申請書（6 号原子炉施設の変更） 添付書類６に記載の気象データである
「1979 年4 月1 日～1980 年3 月31 日（1979 年度）」の気象データを使用した。
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放出量
放出量の算出はDOE、NRCにおいても標準的な評価手法（DSA、ISA）として採用されており、
実施計画変更申請においても既に評価を適用している「五因子法」により評価した。
放出量は保守的に放出期間（7日間）における静置時の飛散率も考慮した。

項目 記号 単位 値 備考

放射性物質量 MAR Bq 4.32E+14※1 設備内の最大インベントリ(P.16)

MARのうち事故の影響を受ける割合 DR - 1 保守的に1と設定する。

雰囲気中に放出され浮遊する割合
ARF - 5.00E-05 落下時の飛散率（事象当たり）※2

ARR - 4.00E-07 静置時の飛散率（時間当たり）※2

肺に吸入され得る微粒子の割合 RF - 1 保守的に1と設定する。

環境中へ漏れ出る割合 LPF - 1 保守的に1と設定する。

五因子法による放射性物質放出量 ST Bq 5.06E+10※1 MAR×DR×(ARF+(ARR×7d×24h)
)×RF×LPF

※2：U.S. Department of Energy, AIRBORNE RELEASE FRACTIONS/RATES AND RESPIRABLE FRACTIONS FOR 
NONREACTOR NUCLEAR FACILITIES, Volume I - Analysis of Experimental Data, DOE-HDBK-3010-94 December 1994

※1：暫定値
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雰囲気中に放出され浮遊する割合

拡散係数ARFの適用性について

放射性物質の空中放出に関する実験データの集積知として、米国エネルギー
省，米国規制庁にて採択の実績がある「DOE HANDBOOK AIRBORNE 
RELEASE FRACTIONS/RATES AND RESPIRABLE FRACTIONS FOR 
NONREACTOR NUCLEAR FACILITIES DOE-HDBK-3010-94」（以後
DOE HANDBOOK）から引用した。

DOE HANDBOOKでは、放射性物質の各形態（固体、液体、スラリー等）
における、実験データを基にしたこぼれ、火災、地震等の一般的な災害・事
故を想定した放射性物質落下時の飛散率ARFと呼吸取込率RFの記載がある。

本事象は地震による機器破損における内包スラリーの漏えい事象であること
から、DOE HANDBOOK中3.1項のスラリーの自由落下液滴事象(Free-fall 
spills of slurries)での以下のARFとRFを参照し、ARFを5E-5と設定した。
なおRFはDOE HANDBOOK上では0.8であるが保守的に1.0と設定した。

(DOE HANDBOOK Page3-4抜粋)
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雰囲気中に放出され浮遊する割合

拡散係数ARFの適用性について(続き)

ここで、DOE HANDBOOK中3.1項のスラリーの自由落下液滴事象の適用条
件として、以下2条件が記載されている。

液滴落下高さ：3m

固形分濃度：40w%未満

本設備の場合、廃スラッジ一時貯留タンク及び遠心分離機処理水受タンクの
全高が床上約2.5m、廃スラッジ保管容器の全高が床上約2.8mであり、内包
スラリー漏えい時の落下高さは、適用条件の液滴落下高さ3mを下回る。

また廃スラッジ保管容器に内包される脱水済みの廃スラッジは50w%程度と
なるため、適用条件の固形分濃度40w%未満から逸脱するが、固形分濃度が
上がれば脱水物の粘度が増加し、飛散が押さえられる方向となることから、
保守側の設定となっている。
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雰囲気中に放出され浮遊する割合

拡散係数ARRの適用性について

DOE HANDBOOKでは、放射性物質の各形態（固体、液体、スラリー等）
における、実験データを基にしたこぼれ、火災、地震等の一般的な災害・事
故を想定した放射性物質が漏えい後屋外での滞留時の飛散率ARRと呼吸取込
率RFの記載がある。

本事象は地震による機器破損における内包スラリーの漏えい事象であること
から、DOE HANDBOOK中3.1項のスラリーの屋外の低風速状態での滞留時
の風による巻き込み放出事象(Aerodynamic Entrainment and 
Resuspension)での以下のARRとRFを参照し、ARRを4E-7/hr、RFは1.0と
設定した。

(DOE HANDBOOK Page3-5抜粋)
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雰囲気中に放出され浮遊する割合

拡散係数ARRの適用性について

ここで、DOE HANDBOOK中3.1項の液体としての屋外の低風速状態での滞
留時の風による巻き込み放出事象の適用条件として、3.2.4.5項に以下の条
件が記載されている。

本設備での取り扱い物質はスラリー状であることから液体よりも粘性は高く、
実際の飛散率は液体としての飛散率より低くなると考えられるため、本数値
を適用することは保守的であると考える。

また、屋外設備周辺で常時5m以上の風速が保たれるとは考えられないため、
適用条件は満たされる。
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耐震クラス判定フローに基づいて評価した結果、廃スラッジ回収設備の耐震クラスは「B」クラスと考
えているが、換気空調設備も同様に公衆被ばく影響評価を行い、耐震クラスを設定する。
換気空調設備停止時の公衆被ばく影響評価方法

屋外設備は健全であるが、電源の計画外停止または換気空調系の故障により、送排風機の運転が
停止することを想定し、放出されるインベントリでの大気拡散による影響を評価する。
送排風機の停止により、設備内の空気中放射性物質のうち、1/10※1が屋外へ放出されることを想
定する。（設備内は無風状態のため、経時的に空気中へ移行する放射性物質は考慮しない。）

※1 建屋の除染係数として10を考慮。
Elizabeth M.Flew,et al.”Assessment of the Potential Release of Radioactivity from Installations at AERE 
,Harwell.Implications for Emergency Planning “.Handling of Radiation Accidents.International Atomic Energy 
Agency.Vienna,1969,IAEA-SM-119/7

通常運転中の設備内で最もダスト飛散
量が多い箇所は遠心分離機から落下し
た脱水スラッジを容器に充填（落下）
する瞬間となる。

その他の機器もダスト発生の可能性は
あるが、全て密封しており、かつ落下
させるような工程はないため、上記の
瞬間が最も飛散量が多い瞬間となる。

評価項目 敷地境界線量値（暫定値）

公衆被ばく線量（大気拡散による影響） 2.1E-04mSv/事故

50μSv以下となるため、耐震クラス分類は『Cクラス』となる。
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放出される放射性物質量がP.17と同様の条件で飛散した場合の敷地境界線量を評価するため、公衆被ば
く線量は送排風機停止時に放出されるインベントリ量とバウンダリ喪失時の放出インベントリ量の比率
（Sr-90を代表として算出）から公衆被ばく線量を算出した。

項目 単位 値 備考

遠心分離機から保管容器に１回あたりに排出
される脱水物の重量

kg 1.23E+01

遠心分離機から保管容器に１回あたりに排出
される脱水物のインベントリ量

Bq 2.07E+12※1 Sr-90

遠心分離機から保管容器に脱水物が落下する
際の飛散率

- 1.49E-04 P.19※2参照

屋外設備のDF - 1.00E+01 前頁※1参照

放出されるインベントリ量 Bq 3.08E+07

項目 単位 値※1 備考

バウンダリ喪失時の放出インベントリ量 Bq 4.69E+10 P.19の放出量（ST）のうちSr-90

バウンダリ喪失時の敷地境界線量値 mSv 3.20E-01 P.14の「大気拡散による影響値」

換気空調設備停止時の公衆被ばく線量 mSv 2.10E-04

0.21μSv ＜ 50μSvとなり、換気空調設備の耐震クラス分類は『Cクラス』とする。

放出されるインベントリ量は遠心分離機から落下する脱水スラッジ量とそのインベントリに落下時の飛
散率を乗じて算出する。

※1：暫定値
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廃スラッジ回収設備の耐震クラス一覧

機
器
区
分

設備名称
耐震上の

安全機能※１
耐震
クラス

直接支持
構造物

間接支持
構造物

波及的影響を
考慮すべき施設

説 明

（）内は耐震クラス、【 】内は確認用地震動※2を示す

廃
ス
ラ
ッ
ジ
回
収
設
備

屋外設備(筐体) • 遮へい機能
• 閉じ込め機能

B 機器の支
持構造物
（B)

屋外設備基礎【SB】
※3

－ • 設備全体の安全機能を喪失した場合で
も50μSv ＜ 0.4ｍSv≦ 5mSvであり、
供用期間も短期的（6か月~12か月）で
あることから耐震クラス分類はBクラス
とする。（評価内容：P.14~23頁参
照）

屋外設備(配管トラ
フ）

• 遮へい機能
• 閉じ込め機能

B 屋外設備基礎【SB】
※3

廃スラッジ取扱機器
（配管、タンク、ポ
ンプ類、遠心脱水機
等）

• 閉じ込め機能 B 屋外設備【SB】

廃スラッジ保管容器
搬送装置

• (廃スラッジ保管容
器の搬送機能)

C 屋外設備【SB】

廃スラッジ保管容器 • 遮へい機能
• 閉じ込め機能

(B) － 廃スラッジ保管容器搬
送装置【SB】

• 廃スラッジ保管容器は廃スラッジ保管
容器搬送装置に搭載されるが、固定は
しないため直接支持はなしとした

• 耐震評価は廃スラッジ保管容器搬送装
置に含める

屋外設備・配管トラ
フ基礎(漏えい拡大
防止堰)

• 漏えい拡大防止
• 屋外設備の間接支持
構造物

C
(Ss900)

機器の支
持構造物
（C）

－ • 屋外設備【SB】 • Ss900gal地震での漏えい拡大防止機能
維持として、基礎・堰の耐震強化、金
属ライニングの設置等の対応を行う

換気設備 • 水素の排出機能
• 閉じ込め機能

C 屋外設備【SB】 － • 公衆被ばく評価結果は0.21μSv ＜
50μSvであることからＣクラス（評価
内容：P.24~25頁参照）

ユーティリティ設備 • (圧縮空気供給機能)
• (ろ過水供給機能)
• (駆動油供給機能)

C 屋外設備【SB】 － • 閉じ込め機能・遮へい機能等の安全機
能要求がなく、停止・損傷しても公衆
被ばくへの影響はないためCクラス

電源・計装設備 ・(電源供給機能、計
測機能）

C 屋外設備【SB】 －

廃スラッジ回収設備の耐震クラスは下記と考えている。

※１ 括弧内は設備の機能を示す。
※２ 確認用地震動について、Ssは基準地震動、SBはBクラスの施設に適用される地震動、SCはCクラスの施設に適用される静的震度を示す。
※３ 屋外設備基礎はSs900gal地震での漏えい拡大防止機能維持の確認も行う。
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【参考】耐震クラスが上位の設備への波及的影響防止対策

原則として耐震Bクラス機器の上部に耐震Cクラス機器（配管ダクト、電線
管等）を配置しない。やむを得ず設置する場合は、耐震強度上の対応を検討
する。

耐震Bクラス配管に耐震Cクラス配管（ユーティリティ配管）を接続する場
合は、逆止弁もしくはFCの仕切り弁を設けバウンダリを維持する。

屋外設備（筐体、配管トラフ）の漏えい拡大防止堰への波及的影響防止とし
て、屋外設備基礎ボルト強化や漏えい拡大防止堰上部への機器配置制限を検
討予定。
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廃スラッジを充填した廃スラッジ保管容器は、津波による流出リスクを確実に低減するためにも、速やかに高台エリア
（T.P.33.5m盤）のセシウム吸着塔一時保管施設（第四施設）のボックスカルバート内に移送することとしたい。
第四施設への保管は一時保管として、最終的には耐震性の高い大型廃棄物保管庫が完成次第、順次移設・保管を行
うことを計画している。（保管順序は他施設内に保管されている吸着塔類との優先度を考慮した上で計画する）
なお、現在、第四施設は、側面線量率が5mSv/h以上の吸着塔を満載した状態にて敷地境界線量評価を行い、実施
計画の認可を頂いていることから、廃スラッジ保管容器については、表面線量が1mSv/h程度以下となるように遮へいを実
施した上で、第四施設に保管することで、敷地境界線量への影響は生じないようにする。

廃スラッジの回収～
保管容器への廃スラッジ充填

第四施設に
一時保管

大型廃棄物保管庫

図 廃スラッジを充填した保管容器の保管計画及び実施計画申請範囲

認可済み※実施計画申請範囲

※設備から第四施設までの移送方法（漏えい対策など）についても既に認可頂いている吸着塔と同様の方法となるため、
実施計画申請不要と考えている。
ただし、実施計画には、第四施設への保管物としての追加等の記載は必要なため、補正申請と合わせて変更させて頂く。

2023年度：設計方針策定
2024年度：基本設計実施
2025年度：詳細設計完了

今回申請範囲外



【参考】廃スラッジの性状および核種について

29

2017年7月に実スラッジを採取し、構成物質、性状、放射能濃度の測定を行っている。
構成物質はSEM-EDXにより元素組成を測定し、硫酸バリウムが最も多く、次いでフェロシアン化
物、水酸化鉄(Ⅲ)が多く存在するものと推定している。
スラッジの性状はスラッジを蒸発乾燥させ測定し、粒度分布を画像解析法により測定した。
放射能濃度は最も高い核種がSr-90となっており、次いでCs-134、Cs-137となっている。その
他の核種については２桁程度下回った値が計測されている。

物質構成比（元素より物質を仮定）

硫酸バリウム

フェロシアン化物
酸化水酸化鉄(Ⅲ)

二酸化ケイ素
水酸化アルミニウム

廃スラッジの性状

密度 1.176g/ml

乾燥重量 0.253g

質量比(%)
固体：21.5％
液体：78.5%

平均粒子径(体積基準) 10.3μm

最大粒子径 21.9μm

表 スラッジの放射能濃度※（Bq/cm3）

54Mn 60Co 125Sb
4.1E+04 5.9E+03 2.6E+04

134Cs 137Cs 90Sr 238Pu
7.2E+06 7.1E+06 6.6E+07 1.4E-02

表 廃スラッジの性状

※：放射能濃度は、2011.3.11において補正

【出典】平成30年7月26日 技術研究組合 IRID／JAEA 廃棄物試料の分析結果（瓦礫、水処理設備処理二次廃棄物、汚染水、処理水、土壌）



【参考】廃スラッジ回収設備内のインベントリについて
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造粒固化体貯槽(D)内（以下、貯槽D）のインベントリの確認のために実スラッジを採取し分析している
が、1点のみの分析値では代表性に疑いがあるため、除染装置運転期間中の分析値から算出している。
算出に際しては、保守的となるように運転期間中(2011/6～2011/9)に分析した入口－出口放射能濃度
の最大差を運転終了までの全通水量に乗じて算出している。

評価項目 評価方法 評価値(Sr-90)

実スラッジの分析結果
全β分析値(8.2E+13Bq/m3)※1

×
沈降スラッジ量(約37m3)

3E+15 Bq

運転期間中の入口-出口
放射能濃度の最大差

入口-出口濃度の最大差(1.4E+11Bq/m3)
×

汚染水処理量(76,350m3)
1E+16 Bq

表 算出方法の違いによるインベントリ

設備設計上の放射能濃度は上記から更に、分析した入口-出口水濃度の平均値に対して最大の変動分
(30%)を安全率として放射能濃度に乗じており、設備内のスラッジ濃度も保守的となるような設定とし
ている。

※1 出典：廃棄物試料の分析結果（水処理設備処理二次廃棄物・滞留水）2018/3/29 IRID/JAEA


